
℃吋ブ

総統経第49 号

2 0 1 8 0 3 3 0統第l号

平成30年4月5日

総務 大臣 殿

総務 大

基幹統計調査の実施について（申請）

下記調査の実施について、 統計法（平成19年法律第53号）第9条第1項の規定に基づく

承認を受けたいので、 別紙申請事項記載書に関係書類を添えて、 申請します。

寸巳

品一一
口

経済構造実態調査

主管部課 総務省統計局統前周欝B経済統計課

経済産業省大臣官房調事統計グループ構造統計室

事務担当者 会田 康之

電話：03(5273)1165 e-mail:e-nenji@soumu.go.jp 

小柴真

電話：03(3501)9945 e-mail:koshiba-makoto伽1eti.go. jp 

【資料１－２の別添１】
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別紙 

申 請 事 項 記 載 書 

 

１ 調査の名称 

経済構造実態調査 

 

２ 調査の目的 

 本調査は、製造業及びサービス産業の付加価値等の構造を明らかにし、国民経済計算の精度向上等に

資するとともに、経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造統計を作成することを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

【甲調査】 

日本標準産業分類に掲げる産業に属する企業のうち、同分類における大分類、中分類又は小分類

ごとに売上高を上位から累積し、当該分類に係る売上高総額の８割を達成する範囲に含まれる企業。 

ただし、個人経営の企業及び次の産業に属する企業を除く。  

① 「大分類Ａ－農業，林業」 

② 「大分類Ｂ－漁業」 

③ 「大分類Ｃ－鉱業，採石業，砂利採取業」 

④ 「大分類Ｄ－建設業」 

⑤ 「大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業」のうち、「中分類79－その他の生活サービス業」

（「小分類792－家事サービス業」に限る。） 

⑥ 「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち、「中分類93－政治・経済・文

化団体」、「中分類94－宗教」及び「中分類96－外国公務」 

⑦ 「大分類Ｓ－公務」 

【乙調査】 

ア 日本標準産業分類に掲げる次の産業に属する企業 

① 「小分類411－映像情報制作・配給業」 

② 「小分類412－音声情報制作業」 

③ 「小分類413－新聞業」 

④ 「小分類414－出版業」 
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⑤ 「小分類416－映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業」 

⑥ 「小分類643－クレジットカード業，割賦金融業」 

イ 日本標準産業分類に掲げる次の産業に属する事業所 

① 「小分類391－ソフトウェア業」 

② 「小分類392－情報処理・提供サービス業」 

③ 「小分類401－インターネット附随サービス業」 

④ 「小分類701－各種物品賃貸業」 

⑤ 「小分類702－産業用機械器具賃貸業」 

⑥ 「小分類703－事務用機械器具賃貸業」 

⑦ 「小分類704－自動車賃貸業」 

⑧ 「小分類705－スポーツ・娯楽用品賃貸業」 

⑨ 「小分類709－その他の物品賃貸業」 

⑩ 「小分類726－デザイン業」 

⑪ 「小分類731－広告業」 

⑫ 「小分類743－機械設計業」 

⑬ 「小分類745－計量証明業」 

⑭ 「小分類796－冠婚葬祭業」 

⑮ 「小分類801－映画館」 

⑯ 「小分類802－興行場（別掲を除く），興行団」 

⑰ 「小分類804－スポーツ施設提供業」 

⑱ 「小分類805－公園，遊園地」 

⑲ 「小分類823－学習塾」 

⑳ 「小分類824－教養・技能教授業」 

㉑ 「小分類901－機械修理業（電気機械器具を除く）」 

㉒ 「小分類902－電気機械器具修理業」 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 

【甲調査】 

約20万企業 

【乙調査】 

ア 約４千企業（母集団数：約１万企業） 

イ 約４万８千事業所（母集団数：約28万事業所） 
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（２）選定の方法 

【甲調査】（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

母集団名簿：事業所母集団データベース 

ただし、本調査の報告者が、工業統計調査（総務省及び経済産業省が所管する基幹統計調査）

における調査員調査の報告者と重複している場合には、当該報告者を本調査の報告者から除外

する。 

【乙調査】（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

母集団名簿：経済センサス‐活動調査 

詳細は、別添１「乙調査に係る標本設計」を参照 

（３）報告義務者 

   報告者となる企業又は事業所の管理責任者 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、別添２の「調査票」を参照） 

【甲調査】 

① 名称及び所在地 

② 経営組織 

③ 資本金等の額 

④ 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

⑤ 売上（収入）金額及び年間商品販売額 ＊ 

⑥ 費用総額及び費用の主要項目別金額 ＊ 

⑦ 企業全体の主な事業の内容 

⑧ 事業活動の内容 

⑨ 事業活動別の売上（収入）金額 ＊ 

⑩ 電子商取引の有無及び割合 

⑪ 年初及び年末商品手持額 

⑫ 年間商品仕入額 ＊ 

⑬ 事業区分別の費用割合 ＊ 

⑭ 総務大臣及び経済産業大臣が指定（注１）する一事業区分に係る費用の項目別金額（詳細は別添

３を参照） ＊ 

（注１）調査実施時点における最新の事業所母集団データベース情報に基づき、指定する。 

⑮ 企業傘下の事業所の名称及び所在地 

⑯ 企業傘下の事業所の主な事業活動 
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⑰ 企業傘下の事業所の売上高 ＊ 

⑱ 企業傘下の事業所の年間商品販売額 ＊ 

⑲ 企業傘下の事業所の売場面積 

⑳ 企業傘下の事業所の卸売販売額に占める本支店間移動の割合 ＊ 

ただし、⑪及び⑫については、「大分類Ｉ－卸売業，小売業」に属する企業についてのみ報告を

求めることとし、⑱、⑲及び⑳については、「大分類Ｉ－卸売業，小売業」に属する事業所につい

てのみ報告を求めることとする。 

また、⑬及び⑭については、「大分類Ｅ－製造業」に属する企業を除き、大分類、中分類又は小

分類ごとに売上高を上位から累積し、当該分類に係る売上高総額の５割を達成する範囲に含まれる

企業のみから報告を求め、⑮、⑯、⑰、⑱、⑲及び⑳については、「大分類Ｅ－製造業」に属する

企業を除き、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）に基づく有価証券報告書等を提出している企

業、売上高1000億円以上（かつ会社企業に限っては資本金２億円以上）の企業及び相互会社のみか

ら報告を求めることとする。 

 

【乙調査】 

ア 企業票 

 以下に掲げる事項のうち、調査企業の業種及び従業者数に応じて必要な事項 

① 企業名及び所在地 

② 経営組織及び資本金額又は出資金額 

③ 事業の形態 

④ 会社系統 

⑤ 年間売上高 ＊ 

⑥ 年間営業用固定資産取得額 ＊ 

⑦ 会員数 ＊ 

⑧ 加盟店数 

⑨ 従業者数 

イ 事業所票 

 以下に掲げる事項のうち、調査事業所の業種及び従業者数に応じて必要な事項 

① 事業所名及び所在地 

② 本社の所在地 

③ 経営組織及び資本金額又は出資金額 

④ 本支社別 
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⑤ 事業の形態 

⑥ 年間売上高 ＊ 

⑦ 年間契約高及び契約件数 ＊ 

⑧ 年間営業用固定資産取得額 ＊ 

⑨ 入場者数 ＊ 

⑩ 受講生数 ＊ 

⑪ 施設 

⑫ 従業者数 

（２）基準となる期日又は期間 

経済センサス‐活動調査実施年を除き、毎年６月１日現在によって行う。ただし、（１）において

「＊」を付した事項については、原則として、調査実施年の前年の１月から12月までの１年間とする。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織   

総務省・経済産業省－調査実施事業者－報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（     ）） 

調査は、総務省及び経済産業省が業務を委託した調査実施事業者が調査票を報告者に郵送し、回収

することにより行う。 

ただし、報告者が政府統計共同利用システムにより報告した場合は、政府統計共同利用システムか

ら当該報告者に係る報告内容を入手する。 

＜調査実施事業者に委託する主な業務内容＞ 

 ① 郵送調査、オンライン調査、調査票回収対応等の体制整備・管理、調査関係書類作成 

 ② 報告者への調査関係書類の配布・調査票の回収・督促等 

 ③ 報告者からの照会対応 

 ④ 調査票の内容検査・電子データ化 

 ⑤ 総務省及び経済産業省における調査票審査の際に生じた疑義に係る報告者への照会 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

１年（ただし、経済センサス‐活動調査実施年を除く。） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   毎年５月下旬～６月下旬 
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８ 集計事項 

別添４「集計事項一覧」のとおり（注２） 

（注２）本調査の調査対象が、工業統計調査（総務省及び経済産業省が所管する基幹統計調査）の調査員調査対象と重複

している場合には、当該調査対象を本調査の報告を求める者から除外し、重複する調査事項については、工業統計調

査から調査票情報の提供を受けて、本調査の集計に活用する。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

インターネット及び印刷物により公表する。 

（２）公表の期日 

一次公表：調査実施年翌年の３月末までに公表 

二次公表：調査実施年翌年の７月末までに公表 

三次公表：調査実施年翌年の10月末までに公表 

 

10 使用する統計基準 

  調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別の表示において、原則として、日本標準産業分類を使

用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

・ 記入済み調査票：３年 

・ 調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

（２）保存責任者 

総務省統計局長及び経済産業大臣 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

前記５（１）に掲げる事項 
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乙 調 査 に 係 る 標 本 設 計

調査対象業種の抽出用母集団名簿の作成※１

・対象外事業所の確認

・業種別事業従事者規模別都道府県別に特性値（平均、分散、変動係
数等）計算（層化変数：事業従事者数）

業種別事業従事者数規模別の層における抽出率が５０％を超える層は
悉皆層と設定。

・悉皆調査対象分の検討・決定

悉皆層設定後、抽出層における標本数を再計算。
最低標本数を「２」と設定。

回収率等を勘案し、標本数を追加※２。

（抽出層における設計） （悉皆層における設計）

標本の抽出

・業種毎の目標精度（標準誤差率が２％以下）の設定（基準変数：売上高）

標本名簿の作成

・業種別事業従事者規模別の標本数の算出・検討（ネイマン配分）

悉皆層の決定

※１：母集団は経済センサス-活動調査
※２：物品賃貸業については、結果の安定性も勘案し標本数を追加

別添１
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調査票一式 

 

別添２ 
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○ 産業別費用内訳

産 業 産業別調査事項 

電気業 ①燃料費、②修繕費

ガス業 ①原材料費、②修繕費

電気通信業 ①施設保全費、②通信設備使用料

映像情報制作・配給業 

①制作費（出演料等の人件費）、②制作費（そ

の他）、③配給権獲得費（国内）、④配給権獲得

費（国外）、⑤配収支払費、⑥版権獲得費（国

内）、⑦版権獲得費（国外）

音声情報制作業 
①制作費（出演料等の人件費）、②制作費（そ

の他）、③著作権使用料

出版業 ①印税・原稿料

ｿﾌﾄｳｪｱ業、情報処理・提供ｻｰﾋﾞｽ業、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附

随ｻｰﾋﾞｽ業
①外注費（国内）、②外注費（国外）

鉄道業 ①動力費

水運業 
①貨物費（燃料費除く）、②燃料費、③港費、

④船費、⑤借船費

卸売業、小売業 ①商品売上原価、②販売手数料、販売奨励費

銀行・信託業 
①資金調達費用、②役務取引等費用、③特定取

引費用

証券業 ①金融費用、②取引関係費、③不動産関係費

生命保険業 
①保険金等支払金、②責任準備金等繰入額、③

資産運用費用

損害保険業 ①保険引受費用、②資産運用費用

中小企業等金融業、農林水産金融業 
①資金調達費用、②役務取引等費用、③特定取

引費用

クレジットカード業，割賦金融業 ①貸倒引当金繰入額、②金融費用

産 業 産業別調査事項 

不動産取引業 ①用地費、②外注工事費、③土地建物購入費

不動産賃貸業・管理業 ①修繕費

各種物品賃貸業、産業用機械器具賃貸業、

事務用機械器具賃貸業、自動車賃貸業、ｽﾎﾟ

ｰﾂ・娯楽用品賃貸業、その他の物品賃貸業 

①貸与資産原価、②リース投資資産原価、③資金原

価

広告業 ①媒体費

宿泊業 ①材料費、②修繕費

飲食業 ①製造原価（材料費）、②製造原価（労務費）

冠婚葬祭業 ①施設管理費、②販売手数料

映画館 ①施設管理費、②上映映画料

興行場，興行団 ①選手契約料・出演契約料、②施設管理費

スポーツ施設提供業 ①施設管理費

公園，遊園地・テーマパーク ①施設管理費

学習塾 ①警備費

教養・技能教授業 ①講師謝礼、②教材作成費

医療業 ①薬品費、②材料費（薬品費を除く）

別添３

-
 3

4
 -



 

 

 

 
集計事項一覧 

別添４ 
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Ⅰ　１次公表結果

結果表番号

集計事項等

集

計

事

項

企 業 等 数 ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 ○

分

類

事

項

企 業 産 業 分 類 小

経 営 組 織 ○

第1表 備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○
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Ⅱ　２次公表結果（企業等に関する集計①）

結果表番号

集計事項等

　

　

　

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

商 品 手 持 額 ○

集
　
計
　
事
　
項

年 間 商 品 仕 入 額 ○

一 般 消 費 者 と 行 っ た
電 子 商 取 引 の 額

○

付 加 価 値 額 ○ ○ ○

主 な 費 用 項 目 ○ ○ ○

費 用 総 額 ○ ○ ○

う ち 年 間 商 品 販 売 額 ○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 ○ ○ ○ ○ ○ ○

企 業 等 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　
分
　
類
　
事
　
項

○

電 子 商 取 引 の 有 無 ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

資 本 金 階 級 ○

経 営 組 織 ○ ○ ○

○

中※2
※１：卸売業、小売業に属す
　　　る産業のみ
※２：産業分類同士のクロス

事 業 活 動 別 産 業 分 類 小

企 業 産 業 分 類 小 中 小 小※1

中 中※2

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第7表 備　考

対象 企 業 等 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第3表 第4表 第5表 第6表

○
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Ⅱ　２次公表結果（企業等に関する集計②）

結果表番号

集計事項等

　

　

集計
事項

産 業 別 費 用 内 訳 割 合 ○

分
類
事
項

産 業 分 類 中 表頭に該当。

費 用 項 目 ○
表側に該当。
項目は産業ごとに異なる。

第1表 備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○
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Ⅱ　２次公表結果（映像情報制作・配給業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

従 業 者 階 級 ○

○

当該業務の事業従事者数 ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○

○○

○

○

事 業 従 事 者 数 ○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

第４表

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

第1表

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

第３表 備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

第２表

○

○

第６表第５表

○

○

○

○

第７表

○

○

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

○

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

１企業当たり（従業者数、当該業務の
事業従事者数、年間売上高、当該業務
の年間売上高）

〇

〇

〇

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

映 画 制 作 本 数 、 配 給 本 数

映画、テレビ、ビデオ制作該当
企 業 数

○

ビデオ制作本数、配給本数

○

テレビ番組制作本数、配給本数

営 業 用 固 定 資 産 取 得
企 業 数

○

○○

当該業務の年間売上高（ネット割合、
国 内 ・ 国 外 う ち ア ニ メ 割 合 ）

○

従 業 者 数

○

○

○

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

○

○

○

○

○

○

○

専 業 割 合

○

事 業 従 事 者 階 級 ○

当該業務の事業従事者階級 ○

資 本 金 階 級

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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Ⅱ　２次公表結果（音声情報制作業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

○

○

当該業務の年間売上高 〇 ○ ○

１企業当たり（従業者数、当該
業務の事業従事者数、年間売
上高、当該業務の年間売上
高 ）

〇

○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

○ ○

○

○

販売収入、年間生産
数量、ラジオ番組該当
企 業 数

○

ラ ジ オ 番 組 時 間 数

○

○

○

レコード販売収入額と
内 訳

営業用固定資産取得額 ○

音楽ソフト生産数量、
音 源 数

営業用固定資産取得
企 業 数

○

○

第１４表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

従業者1人当たりの年間売
上 高

当該業務の事業従事者1人
当たりの当該業務年間売上

高

〇

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

○

レ コ ー ド 販 売 枚 数 階級

分

類

事

項

経 営 組 織

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

業務種類別年間売上高

第９表

○

○

第2表

○

○

○

〇

○

○

第1表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第１０表 備　考

○○

第１１表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

従 業 者 数

○

○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

○

売上（収入）金額階級 ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○

当該業務の事業従事
者 階 級

○ ○

○

当該業務の事業従事
者 数

○

資 本 金 階 級 ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○

事 業 形 態 別 ○

○

第３表

○

○

○

○

○

第１３表第１２表第４表

○

○

○

○

○

第６表

○

○

○

○

○

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第８表

○

○

○

○

○

○

○

○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○○ ○
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Ⅱ　２次公表結果（新聞業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

発 行 企 業 数 、 発 行 種 類 数 ○

○

○

○

○

○

○

○

営 業 用 固 定 資 産 取 得
企 業 数

○

配 信 企 業 数 、 配 信 種 類 数

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第４表

○

○

○

○

○

○

電子メディアへの配信の有無及
び 配 信 形 態

従 業 者 数

事 業 従 事 者 数

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

１企業当たり（従業者数、当該業務の
事業従事者数、年間売上高、当該業務
の 年 間 売 上 高 ）

〇

〇

○

○

○

○

○ ○

○

○

備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第７表

○

○

第６表

○

○

○

第2表

○

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

○

○

○

○

第1表

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 、
該 当 事 業 所 数

○

年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○

発 行 種 類 別 ○

○
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Ⅱ　２次公表結果（出版業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

雑 誌 発 行 種 類 別 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

書籍発行企業数、発行点数、発行部数 ○

○

営 業 用 固 定 資 産 取 得
企 業 数

○

○

雑誌発行企業数、発行銘柄数、発行部数

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○○ ○

○ ○

１企業当たり（従業者数、当該業務の
事業従事者数、年間売上高、当該業務
の 年 間 売 上 高 ）

〇

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

○

○

○

返 品 率 階 級

○○○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○

第４表 備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第1表

○

○

第６表

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 、
該 当 事 業 所 数

○

○

従 業 者 数

○

○ ○

○ ○

○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○

○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

事 業 従 事 者 数 ○

○ ○ ○

書 籍 発 行 種 類 別 ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○
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Ⅱ　２次公表結果（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

配 信 収 入 、 貸 ス タ ジ オ
該 当 企 業 数

○

○

○

○

貸スタジオ時間数、ルーム数

営 業 用 固 定 資 産 取 得
企 業 数

○

○

○

ニ ュ ー ス 供 給 配 信 収 入 額

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

第６表

○

○

○

○

○

○

○

○

第４表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○○

○

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

１企業当たり（従業者数、当該業務の
事業従事者数、年間売上高、当該業務
の 年 間 売 上 高 ）

〇

年 間 売 上 高 ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

○

第３表 備　考

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

第２表

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

○

○

従 業 者 数

○

○ ○

○ ○

○ ○

〇

○

○

第1表

○

○

○

○

○ ○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

当該業務の事業従事者階級 ○

資 本 金 階 級 ○

従 業 者 階 級 ○

専 業 割 合

○

当該業務の事業従事者数 ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

事 業 従 事 者 数
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Ⅱ　２次公表結果（クレジットカード業，割賦金融業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

※：銀行系、信販会社、中小
　　小売商団体、百貨店・量
　　販店、流通系に限る

〇 ○

１企業当たり（従業者数、当該業務の事
業従事者数、加盟店数、発行枚数、年間
売上高、当該業務の年間売上高）

〇 〇

営業収入額内訳、売り上げ高に対する営
業 収 入 割 合 (%) 、 割 合 別 企 業 数

発 行 種 類 数 、
発 行 枚 数

〇

〇

会員数（該当企業数、会員総
数、加入会員数、脱退会員数）

クレジット発行枚数（ＩＣ含む）及び提携先
企 業 数 （ 該 当 企 業 数 含 む ）

〇

当 該 業 務 の
営 業 収 入 額

○ ○

〇

○
※

○

○

〇

○

○ 〇 ○

○

○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高

当該業務の事業従事者1人当
たりの当該業務年間売上高

〇 〇

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○

当該業務の事業従事
者 階 級

○ ○

従 業 上 の 地 位

産 業 別 提 携 先 区 分

集
　
計
　
事
　
項

企 業 等 数

業務種類別年間売上高・該当企業及び
取 扱 残 高 ・ 該 当 企 業 数

年 間 売 上 高 ○

○

当該業務の年間売上高

対象 企 業 等 ○

地域
区分

全 国 ○

○

年 会 費 の 有 無

分

類

事

項

経 営 組 織

売上（収入）金額階級 ○ ○

第1表

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

第３表

○

○

○

○

第４表

○

○

○

○

第６表

○ ○

備　考

○

○

○

○
※

○

○ ○

○ ○

第９表

○

○

第2表

○

○

○

○

○
※

○

○

○

従 業 者 数 ○

○

○

○

○

○

会 員 区 分

○

○

○

加 盟 店 数 階 級 ○ ○

個 人 会 員 数 階 級 ○ ○

営 業 収 入 割 合 階 級

○ ○

○ ○

○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○

会 社 系 統 の 別 ○

○

○ ○

○
※

○

○

○

○

○

○

第１０表

○ ○

第７表

○

○

○

○

○
※

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

〇

〇

〇

第８表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○

○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

加 盟 店 数 ○ ○ 〇

当該業務の事業従事
者 数

○ ○

事 業 従 事 者 数 ○ ○

発 行 枚 数 ○ ○

〇

○○ ○ ○○

○

○
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Ⅱ　２次公表結果（ソフトウェア業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

契約先産業別年間売上高 ○

営 業 用 固 定 資 産 取 得
事 業 所 数

○

○

○

契 約 先 産 業 別 事 業 所 数

第６表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

業 務 種 類 別 事 業 所 数 ○

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

○

○

○

専 業 割 合 ○

第４表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

○

○

第2表

○

○

〇

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

第1表

○

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○

従 業 者 数

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

事 業 従 事 者 数 ○
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Ⅱ　２次公表結果（情報処理・サービス提供業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表

○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 数

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

○

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

○営 業 用 固 定 資 産 取 得 額

営 業 用 固 定 資 産 取 得
事 業 所 数

○

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 ○

業 務 種 類 別 事 業 所 数
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Ⅱ　２次公表結果（インターネット附随サービス業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 、
事 業 所 数

○

○

○

第1表 第2表 第３表 第４表 第６表 備　考

○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第５表

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

従 業 者 数 ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

営 業 用 固 定 資 産 取 得 額 ○

営 業 用 固 定 資 産 取 得
事 業 所 数

○

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 、
事 業 所 数

○
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Ⅱ　２次公表結果（各種物品賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

１該当事業所当たりの契約高、契約件数及びう
ち 保 守 等 義 務 の あ る 契 約 件 数 ○

契約件数及びうち保守等義務のある
契 約 件 数

レンタルの物件別該当事業所数及び
年 間 売 上 高

○

リ ース の物件別該当事業所数及び
年 間 契 約 高

○

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高

○

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高

○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○ ○

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

当該業務の契約形態別年間売上高 〇

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

従 業 者 数 ○ ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

○

契 約 期 間 別 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 ○ ○ ○ ○ ○

○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表
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Ⅱ　２次公表結果（産業用機械器具賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ○

○

契 約 期 間 別 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別 ○ ○ ○ ○ ○

○

専 業 割 合

従 業 者 数 ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の契約形態別年間売上高 ○

○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高 〇

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 〇

リースの物件別該当事業所数及び
年 間 契 約 高 〇

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高 〇

〇
１該当事業所当たりの契約高、契約件数
及びうち保守等義務のある契約件数

契約件数及びうち保守等義務のある
契 約 件 数 〇

レンタルの物件別該当事業所数及び
年 間 売 上 高 〇
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Ⅱ　２次公表結果（事務用機械器具賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第８表 第９表 第１０表 第１１表第４表 第５表 第６表 第７表第３表

○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○○

○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○○

○ ○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○○ ○

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○

○

○

○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

○

○

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

従 業 者 数 ○

○

契 約 期 間 別 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別 ○ ○ ○ ○

○ ○

○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

○

○

○

年 間 売 上 高 ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○

○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ○ ○ ○ ○ ○ ○○

○ ○ ○○

当該業務の契約形態別年間売上高

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○ ○

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高

〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高

〇

レンタルの物件別該当事業所数及び
年 間 売 上 高

〇

リ ース の物件別該当事業所数及び
年 間 契 約 高

〇

〇

１該当事業所当たりの契約高、契約件数
及びうち保守等義務のある契約件数

〇

契約件数及びうち保守等義務のある
契 約 件 数

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○ ○ ○

○
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Ⅱ　２次公表結果（自動車賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表 第７表

○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○

○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

従 業 者 数 ○ ○ ○

○フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別 ○ ○ ○ ○ ○

○

当該業務の事業従事者階級

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

当該業務の契約形態別年間売上高 〇

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高

〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高

〇

レンタルの物件別該当事業所数及び
年 間 売 上 高

〇

リースの物件別該当事業所数及び
年 間 契 約 高

〇

１該当事業所当たりの契約高、契約件数
及びうち保守等義務のある契約件数

〇 〇

契約件数及びうち保守等義務のある
契 約 件 数

〇 〇

自動車保有台数及び１該当事業所当たり
の 保 有 台 数

〇

インターネット受付割合別事業所数、割合
の 平 均 、 年 間 受 付 額

○

〇

- 51 -



Ⅱ　２次公表結果（スポーツ・娯楽用品賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

１ 事 業 所 当 た り 年 間 営 業 日 数

当該業務の契約形態別年間売上高 ○

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第７表 第８表 第9表第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表

○ ○

地域
区分

○ ○ ○ ○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 ○ ○ ○ ○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○賃 貸 物 件 の 別

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

従 業 者 数 ○ ○ ○ ○

○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位

年 間 売 上 高 ○ ○ ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○○ ○ ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ○ ○ ○ ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高 ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） ○

○

○

１事業所当たり保有数、貸出し数、年間営
業 日 数

該 当 事 業 所 数 、 保有 数、 貸出 し数

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高 ○

○
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Ⅱ　２次公表結果（その他の物品賃貸業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表

○

○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

資 本 金 階 級 ○

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

貸 与 物 件 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 ○ ○ ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 数 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 事 業 従 事 者 数 ○ ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

リ ー ス 年 間 契 約 高 ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

当該業務の契約形態別年間売上高 〇

リ ー ス 年 間 契 約 高 該 当 事 業 所 数 、
該 当 従 業 者 数 ○

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ○

従 業 者 1 人 当 た り の 年 間 売 上 高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年間売
上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

1事業所当たり、当該業務の事業従事者1
人 当 た り の リ ー ス 年 間 契 約 高

〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当該
業 務 年 間 売 上 高

〇

契 約 件 数 〇 〇

レンタルの物件別該当事業所数及び
年 間 売 上 高

〇

リースの物件別該当事業所数及び
年 間 契 約 高

〇

貸与物件該当事業所数、年間売上高、年
間 契 約 高 、 保 有 数

〇

〇
１該当事業所当たりの年間売上高、年間
契 約 件 数 、 保 有 数
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Ⅱ　２次公表結果（デザイン業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

資 本 金 階 級 ○

従 業 者 階 級 ○

経 営 組 織

○

○ ○ ○

○ ○ ○○

○

○○○

○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

専 業 割 合 ○

○

○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

事 業 従 事 者 数 ○

○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

○ ○

分

類

事

項

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

従 業 者 数

○ ○

○ ○

○

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第1表

○

○

当該業務の事業従事者階級

第４表 備　考

○

業 務 種 類 別 事 業 所 数 ○

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

年 間 売 上 高

〇

〇

○ ○

○
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Ⅱ　２次公表結果（広告業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

〇

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ 〇

年 間 売 上 高 ○ ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

業務種類別の該当事業所数及び
年 間 売 上 高

分

類

事

項

従 業 者 数 ○ ○ ○

専 業 割 合 ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表
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Ⅱ　２次公表結果（機械設計業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表

○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○

○

従 業 者 数 ○ ○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

事 業 従 事 者 数 ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

従業者 1人当 たり の年 間売 上高 〇

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

業 務 種 類 別 事 業 所 数 ○
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Ⅱ　２次公表結果（計量証明業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

○

○

○

○

○

○

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第６表

○

○

○

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

第４表

○

○

○

○

○

○

第３表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

○

○

第1表

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

従 業 者 数

当該業務の事業従事者階級 ○

資 本 金 階 級 ○

従 業 者 階 級 ○

年 間 売 上 高 ○

経 営 組 織

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○

専 業 割 合

当該業務の事業従事者数

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

○

業 務 種 類 別 事 業 所 数 ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

第９表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第８表

○

○

○

第2表

○

○

○

分

類

事

項

○ ○

○

○ ○ ○

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

○

○

○ ○

○

○

○

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇
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Ⅱ　２次公表結果（葬儀業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○ ○

費 用 階 級 ○

○

○

○

〇

○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 別 ○ ○ ○

○

第３表

○

○

○

○

○

○

○

○

当該業務の事業従事者数 ○ ○

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 〇

○当 該 業 務 の 年 間 売 上 高

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○

○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位

事 業 所 数

○

○

○

○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

〇 ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○

従 業 者 数

資 本 金 階 級 ○

○

○

第５表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第４表

○

○

○

第2表

○

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

第1表

○

○

○

〇

集
　
計
　
事
　
項

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

○

年間取扱件数（うち互助会利用
件 数 も 含 む ）

〇

業 務 種 類 別 事 業 所 数

○
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Ⅱ　２次公表結果（結婚式場業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表

○

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○

費 用 階 級 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 別 ○ ○ ○ ○ ○

単 価 階 級 ○

形 態 別 ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 数

年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

挙 式 披 露 宴 別 ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 〇

○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

従業者 1人当 たり の年 間売 上高 〇

業 務 種 類 別 事 業 所 数 〇

年 間 取 扱 件 数
（うち互助会利用件数含む）

〇

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 〇
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Ⅱ　２次公表結果（冠婚葬祭互助会の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

分

類

事

項

地域
区分

全 国 ○ ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 別 ○ ○

○

○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表

○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○

○

○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○

○

従 業 者 階 級

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○

○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○

従 業 者 数

年 間 売 上 高 ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

従業者 1人当 たり の年 間売 上高 〇
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Ⅱ　２次公表結果（映画館の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

※２：計に限る

※１：集計事項は事業所数に限る

○

○

○
※２

○

○

第１２表

○

○

○

○

○

第１１表

○

○

〇

○

○

〇

〇

○

○

○
※１

○

○

〇

○

○

〇

○

○

〇

○
※１

第１０表

○

○

○

○

ス ク リ ー ン 数

○当該業務の事業従事者数 ○ ○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

○
※２

○

第９表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第８表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第６表

○

○

○

○

○

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○ ○

従業者 1 人当たりの年間売上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

座 席 数 別

○

○

○

○

○

○
※２

○
※２

○ ○○

○

○

○

○

○

○

○
※２

○

○

施設（スクリーン数、座席数）、邦画洋
画 別 入 場 者 数 、 公 開 本 数

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高
（ イ ン タ ー ネ ッ ト 経 由 分 ）

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

年 間 売 上 高 ○

○

ス ク リ ー ン 数 別

第４表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

○

第2表

○

○

○

分

類

事

項

映 画 館 の 系 列 別 ○

経 営 組 織

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

第1表

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○

従 業 者 数

○

当該業務の事業従事者階級

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○

○
※２

○
※２

○ ○

○

○

映 画 館 の 公 開 形 態 別 ○ ○ ○ ○

立 地 別

○ ○ ○

併 設 施 設 別

開 設 年 別

- 61 -



Ⅱ　２次公表結果（興行場、興行団の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

〇

○

〇

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

資 本 金 階 級 ○

当該業務の事業従事者数 ○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

○

年 間 売 上 高

収入種類別年間売上高該当
事 業 所 数

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高

従 業 者 数

当該業務の事業従事者階級 ○

〇

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

○ ○

○ ○

運 営 主 体 別

分

類

事

項

経 営 組 織

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

公 的 資 本 比 率 別 ○

〇

○

○○

〇

〇

〇

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

第４表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第1表

○

○

第６表

○

○

○ 〇

〇 ○ 〇

〇

○

入場可能定員数、年間使用日数、年間
入 場 者 数 及 び 年 間 興 行 回 数

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〇

〇

○○

〇

〇

- 62 -



Ⅱ　２次公表結果（ゴルフ場の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

○○

〇

○

○

○

○

○

年 間 売 上 高 ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇

〇

○

備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

○

フランチャイズ加盟の有無 ○

第４表

○

○

〇

○

経 営 組 織

公 的 資 本 比 率 ○ 〇

○ ○

○ ○

○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

○

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

事 業 所 の 総 面 積

○ ○

従 業 者 数 ○

〇

○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

施設キャパシティ、営業日数、
利 用 者 数

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

分

類

事

項

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高

第1表

○

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

資 本 金 階 級 ○

当該業務の事業従事者数 ○

従 業 上 の 地 位

○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○
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Ⅱ　２次公表結果（ゴルフ練習場の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

フランチャイズ加盟の有無 ○ ○ ○ ○

公 的 資 本 比 率 ○ 〇

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

従 業 者 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

施設キャパシティ、営業日数、
利 用 者 数

〇

事 業 所 の 総 面 積 ○
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Ⅱ　２次公表結果（ボウリング場の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

フランチャイズ加盟の有無 ○ ○ ○ ○

公 的 資 本 比 率 ○ 〇

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

従 業 者 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

施設キャパシティ、営業日数、
利 用 者 数

〇

事 業 所 の 総 面 積 ○
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Ⅱ　２次公表結果（フィットネスクラブの事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

フランチャイズ加盟の有無 ○ ○ ○ ○

公 的 資 本 比 率 ○ 〇

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

従 業 者 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

施設キャパシティ、営業日数、
利 用 者 数

〇

事 業 所 の 総 面 積 ○
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Ⅱ　２次公表結果（その他のスポーツ施設提供業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

事 業 従 事 者 数 ○

備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表

分

類

事

項

経 営 組 織 ○ 〇 ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

フランチャイズ加盟の有無 ○ ○ ○ ○

公 的 資 本 比 率 ○ 〇

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

従 業 上 の 地 位 ○

従 業 者 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高 〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

収 入 種 類 別 年 間 売 上 高 〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

施設キャパシティ、営業日数、
利 用 者 数

〇

事 業 所 の 総 面 積 ○
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Ⅱ　２次公表結果（公園，遊園地・テーマパークの事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

〇

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

資 本 金 階 級 ○

当該業務の事業従事者数 ○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

○

年 間 売 上 高

業務種類別年間売上高該当事
業 所 数

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高

その他業務内訳の年間売上高

従 業 者 数

当該業務の事業従事者階級 ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

総敷地面積、駐車場台数及び
保有施設別種類数、事業所数

○ ○

○ ○

入 場 料 階 級

分

類

事

項

経 営 組 織

従業者 1 人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

公 的 資 本 比 率 別 ○

○〇○

〇

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○

第４表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第７表

○

○

第1表

○

○

第６表

○

○

〇

○ 〇

〇 ○ 〇

〇

○

○

該 当 事 業 所 数 及 び
入 場 者 数 ・ 利 用 者 数

第５表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〇

〇

○○

〇

〇

〇

総 敷 地 面 積 別 ○

駐 車 場 台 数 別

○

○

○

○

○

○

○

保 有 施 設 別

○

○

○

その他業務の年間売上高計 〇 ○

〇

○

○
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Ⅱ　２次公表結果（学習塾の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高

○○

○

○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

個別方式

○

○

○

○

○

○

○

○

第４表 備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分 全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第５表

○

○

○

○

○

集団方式

○○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

前 受 金 あ り 事 業 所 数

○ ○

○ ○

学 習 指 導 方 式 の 別

分

類

事

項

経 営 組 織

従業者 1 人当たりの年間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該
業 務 の 年 間 売 上 高 ）

講座数、受講生数（うち新規）、年間延
べ受講生数及び年間延べ講座開設時
間 数

第1表

○

○

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

資 本 金 階 級 ○

当該業務の事業従事者数 ○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別 ○

○

年 間 売 上 高

インターネット活用の指導方法
有 無 別 事 業 所 数

従 業 者 数

○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

○ 〇

○

○

○

○

○

○

○

○

○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

○

入 会 金 階 級 ○

受 講 生 区 分 の 別 ○ ○ ○

１講座当たりの受講料階級

〇

○

第６表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

収 入 種 類 別 の 該 当 事 業 所 数 、
年 間 売 上 高 ○

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第８表

○

○
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Ⅱ　２次公表結果（外国語会話教室の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

〇

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

第８表

○

○

収 入 区 分 の 別 ○

第７表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〇○ ○

〇

第３表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位

当該業務の事業従事者数 ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別 ○ ○ ○

入 会 金 階 級 ○

講座１時間当たり単価階級

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

分

類

事

項

経 営 組 織

○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○

従 業 者 数

○

○

○

総 面 積 階 級

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第４表

○

○

第2表

○

○

第1表

○

○

第５表 備　考

○○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別

第６表

○

○

○

○

○

○

○

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

事 業 数 （ 前 受 金 あ り ）

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

講座数、受講者数、延べ受講者数、延べ講座時間数及び
施 設 の 床 面 積 、 該 当 事 業 所 数

○

○

○

〇

〇

〇

○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○
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Ⅱ　２次公表結果（教養技能教授業（外国語会話教室除く）の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

講座数、受講者数、延べ受講者数、延べ講座時間数及び
施 設 の 床 面 積 、 該 当 事 業 所 数 〇

事 業 数 （ 前 受 金 あ り ） 〇

〇

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

〇

１事業所当たり（従業者数、当該業務の事業従事者数、年
間 売 上 高 、 当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 ） 〇

〇

年 間 売 上 高 ○ ○ ○ ○ ○

〇

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 者 数 ○ ○ ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○ ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○ ○ ○

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

○

分

類

事

項

○ ○ ○ ○ ○

○

入 会 金 階 級 ○

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 の 別

〇

従 業 上 の 地 位

○

収 入 区 分 の 別

講座１時間当たり単価階級

総 面 積 階 級

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○

第７表 第８表 備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表

○ ○ ○ ○
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Ⅱ　２次公表結果（機械修理業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

○

○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○

○

○

○○

○ ○

経 営 組 織

〇

発 注 元 別

事 業 所 数 ○ ○

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

○分

類

事

項

○

○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○

事 業 従 事 者 階 級 ○

従 業 者 数

当該業務の事業従事者階級 ○

資 本 金 階 級

集
　
計
　
事
　
項

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高

当該業務の事業従事者数 ○

従 業 上 の 地 位

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 者 階 級 ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

専 業 割 合 ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

第３表

○

○

第2表

○

○

第1表

○

○

○

従業者 1人当 たり の年 間売 上高

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

年 間 売 上 高 ○

備　考第７表

○

○

第６表

○

○

第５表

○

○

事 業 所 の 系 統 ○ ○ ○ ○

○

○

○

第４表

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

契 約 種 類 別 年 間 売 上 高 ○

○

○

契 約 種 類 別 事 業 所 数

業 務 種 類 別 事 業 所 数

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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Ⅱ　２次公表結果（電気機械修理業の事業特性事項に関する集計）

結果表番号

集計事項等

注）網掛けの分類事項同士はクロスしない。

○

契 約 種 類 別 年 間 売 上 高 ○

契 約 種 類 別 事 業 所 数

○

業 務 種 類 別 年 間 売 上 高 ○ ○

業 務 種 類 別 事 業 所 数 ○

当該業務の事業従事者1人当たりの当
該 業 務 年 間 売 上 高

〇

従業者 1人当 たり の年 間売 上高 〇

○ ○

１事業所当たり（従業者数、当該業務
の事業従事者数、年間売上高、当該業
務 の 年 間 売 上 高 ）

〇

当 該 業 務 の 年 間 売 上 高 〇 ○ ○ ○

当該業務の事業従事者数 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

従 業 者 数 ○ ○ ○ ○

集
　
計
　
事
　
項

事 業 所 数 ○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 数 ○

従 業 上 の 地 位 ○

年 間 売 上 高 ○ ○ ○

○ ○

発 注 元 別 ○ ○

事 業 所 の 系 統 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

専 業 割 合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

売 上 （ 収 入 ） 金 額 階 級 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

事 業 従 事 者 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

資 本 金 階 級 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○分

類

事

項

経 営 組 織 ○ ○ ○ ○

従 業 者 階 級 ○ ○ ○

単 独 ・ 本 所 ・ 支 所 の 別 ○ ○ ○ ○

当該業務の事業従事者階級 ○ ○ ○ ○

地域
区分

全 国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第７表 備　考

対象 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第1表 第2表 第３表 第４表 第５表 第６表

○
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Ⅲ　３次公表結果（事業所に関する集計①）

結果表番号

集計事項等

　

　

Ⅲ　３次公表結果（事業所に関する集計②）

結果表番号

集計事項等

　

○ ○

本 支 店 間 移 動 の 額
（ 卸 売 の み ）

○ ○

売 場 面 積
（ 小 売 の み ）

○ ○

年 間 商 品 販 売 額

分類
事項

産 業 分 類 小
卸/
小売

集
　
計
　
事
　
項

地域
区分

全 国 ○ ○

都 道 府 県 ○

第1表 第2表 備　考

対象 事 業 所 ○ ○

分類
事項

産 業 分 類 大

集計
事項

売 上 （ 収 入 ） 金 額 ○

備　考

対象 事 業 所 ○

地域
区分

全 国 ○

都 道 府 県 ○

第1表

- 74 -



経済構造実態調査の必要性 

 
１ 調査の目的・必要性 

 我が国の急速な経済社会構造の変化を反映したより正確な景気動向判断や経済構

造の把握が求められている中、統計改革推進会議最終取りまとめ（平成 29 年５月 19

日統計改革推進会議）において、「営業費用等の把握という観点を含め、サービス産業

動向調査、特定サービス産業実態調査等のサービス関連統計を 2019 年度から統合す

るとともに、商業統計を 2019 年度から年次調査化し、工業統計等の既存年次統計を

含め、ＧＤＰ統計の推計等に必要な項目を産業横断的に把握するビジネスサーベイを

2019 年度に創設する」とされたところ。 

また、平成 30 年３月６日に閣議決定された「公的統計の整備に関する基本的な計

画」では、上記指摘も踏まえ、中間年における経済構造統計の整備の一環として、商

業統計調査及び特定サービス産業実態調査等を統合して「経済構造実態調査」を創設

することが求められたところ（別紙参照）。 

今般、この計画に沿って、総務省及び経済産業省は、両省が所管する各種調査を統

廃合の上、製造業及びサービス産業の付加価値等の構造を明らかにし、国民経済計算

の精度向上等に資するとともに、経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造

統計を作成することを目的とする新たな基幹統計調査として、経済構造実態調査を

2019 年度から新たに実施しようとするものである。 
調査結果については、ＧＤＰ統計の推計への活用だけでなく、各種施策への活用も

想定されるところ。 
 
２ 他調査との重複 

企業を対象に経理事項を確認する調査としては、本調査のほかに、法人企業統計調

査（財務省所管の基幹統計調査）及び経済産業省企業活動基本調査（経済産業省所管

の基幹統計調査）がある。 
しかし、両調査ともに原則決算年度ベースの数値を把握する調査であり、国民経済

計算へのデータ提供のため、原則暦年ベースの数値を把握する本調査を代替すること

はできず、単純なデータ移送も困難であることから、重複は合理的な範囲を越えてい

ないと考える。 
なお、製造業に属する単独事業所企業については、本調査と同時一体的に実施する

工業統計調査からデータ移送を受けることにしており、重複是正を図ることにしてい

る。 
 
３ 行政記録情報の活用 

本調査の内容を代替する利活用可能な行政記録情報は存在しない。 
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４ 事業所母集団データベースを利用した重複排除等 

調査対象名簿の登録は、毎年３月下旬～４月上旬までに行い、重複是正も速やかに

対応する。 

また、最終的な調査結果名簿は、９月下旬までに登録し、個票データも調査実施年

の翌年３月下旬までに登録する。 
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別紙 

 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月６日・閣議決定）（抄） 

 

第２ 公的統計の整備に関する事項 

１ 国民経済計算を軸とした横断的・体系的な経済統計の整備推進 

(2) 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備の推進等 

ア 経済構造統計を中心とした経済統計の体系的整備  

(ｲ)  経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造統計（以下「中間年経済構造統

計」という。）について、関係府省は、関連する基幹統計調査を再編した上で、経済

構造統計における母集団情報の整備・提供という従来の目的・役割に加え、新たに基

準年からの構造の変化を含めた中間年の実態を把握・提供する。 

          具体的には、特定サービス産業実態調査（基幹統計調査）、サービス産業動向調査

（拡大調査部分）及び商業統計調査を発展的に統合して、平成31年度（2019年度）か

ら実施することを予定している経済構造実態調査（仮称）を中心に、これと同時・一

体的に実施する工業統計調査や、プロファイリング活動及びローリング調査に移行す

ることが計画されている経済センサス‐基礎調査など、事業所母集団データベースに

格納される統計調査の結果・行政記録情報等も活用し、産業横断的な統計を32年度

（2020年度）からの中間年の各年に作成・提供する。 

 

別表 今後５年間に講ずる具体的施策 

項目 具体的方策 担当府省 実施時期 

(2) 経済構造

統計を中心

とした経済

統計の体系

的整備の推

進等 

◎ 関連基幹統計の指定の解除・見直しと

合わせ、商業統計調査、サービス産業動向

調査（拡大調査部分）及び特定サービス産

業実態調査を統合し、中間年経済構造統

計を作成するための基幹統計調査とし

て、経済構造実態調査を創設する。 

総務省、 

経 済 産 業

省 

平成 31 年度

(2019 年度) 

から実施す

る。 
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